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はじめに 

近年、技術の目覚ましい発達とともに、ドローン1が数多く使用されている。遊興目的

のドローンの一般化により、民間のドローン市場は2021年の2,600億ドルから2022年

には 3,100億ドルとなり、2030年には 5,500億ドルまで拡大するといわれている2。こ

の動きは、これまで大型無人機の使用を中心としていた軍事分野にも大きな影響を与え

ている。その発展とともに、軍用と商用の区別の曖昧さを指摘されるほど、軍事におい

ても多様な種類のドローンの使用が拡大している3。 

これまでは、主に非国家主体によるドローンの使用及びその脅威が注目されてきた。

IS（イスラミックステート）による、市場で流通している商用ドローンの使用に始まり、

反政府勢力や麻薬組織といった様々な非国家主体が近年、積極的にこれらを使用してい

る。先行研究では、活動が爆弾の投下等のキネティックな直接的な攻撃から偵察・輸送・

プロパガンダ用の動画の撮影まで多岐にわたる一方、非国家主体によって活動の種類や

使用する手段が異なる点を指摘している4。また、ナゴルノカラバフ紛争においてアゼル

バイジャンが徘徊型兵器を使用しアルメニア側の防空網を無力化し戦いを優位に進めた

ことにより、非国家主体だけでなく、国家間紛争でも、その有用性が示された5。これら

の、相対的に小規模なアクターによって使用された、既存の航空作戦と重複するところ

も多いドローン等を使用した活動は「貧者の空軍（Poor Man’s Air Force）」とも呼ばれ

てきた6。 

さらに、ロシアによるウクライナ侵略において、軍事におけるドローンの大規模な活

用は飛躍的に高まることになった。緒戦にウクライナ側は小型・商用であるドローンを、

偵察活動を中心に効果的に使用することにより、ロシア側の進撃を頓挫させることに成

功した7。その後、ロシア側もこの状況に適応し、いまや両者とも多様な種類のドローン
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を多用している。現在のウクライナの状況は「最初の大規模なドローン戦争」とも呼ば

れる状況となっている8。そして、これらのドローンは、単なる陸上作戦の支援だけでな

く航空作戦においても貴重な存在となっている。ウクライナ軍総司令官のザルジニー

（Valerii Zaluzhnyi）が認めるように、固定翼戦闘機の規模でロシアに劣勢なウクライ

ナにとって、ドローンはこれを相殺するための貴重な手段となっているのである9。これ

まで大型無人機に比べ注目が薄かったドローンは、軍事作戦における重要な手段となっ

ているといえる10。 

さらに、ドローンの使用が拡大するとともに、最近ではこれらの活動する高度の重要

性が指摘され始めた。既存の航空機と異なりはるかに低高度で活動するこれらは、迎撃

困難な一方、大量に投入可能とされる。そのため、この高度の使用が今後の軍事作戦に

与える影響は大きい。特にロシアによるウクライナ侵略を契機に、低高度の空域は、こ

れまでの航空作戦の中心であった固定翼航空機の活動する中・高高度と異なる独自の重

要性を持つものと強調されている。「空の沿岸域」とも呼ばれるこの空間の重要性は、い

まや米国だけでなく、様々な国の論者によって指摘されている11。 

しかし、低高度空域と航空作戦との関係について、ドローンによる脅威に議論が集中

し、「どのように使用するか」に関する議論は限られている。ドローンを積極的に使用す

る陸軍種においては、直接的な脅威12として、また陸上作戦の支援的な役割13や諸兵科協

同を構成する新たな要素14として、そして戦いの性質を機動戦よりも消耗戦にバランス

を傾けるもの15として捉えられ、さらなる活用が推進されている。これに対し、ドローン

の活動する低高度空域と空軍種における航空作戦との関連性の議論はいまだ少ない。空

軍種の議論の手段の中心は、これまで航空機による遠距離からの安全な投射手段として

の空中発射型の無人機の活用16や、高価なステルス機と連携する無人機（Combat 

Collaborative Aircraft: CCA）17であった。最近の米空軍の方針も、航空機による突破と

いう既存の戦い方を主にしており18、安価なドローンの位置づけについてはいまだ不透

明である19。 

一方で、2010年代半ばより、これまで中心だった固定翼機による航空優勢の獲得では、

ドローンの活動は阻止できないことが指摘されている20。また、米空軍幹部が述べるよう

に、固定翼機中心であった戦い方はいまや困難であることが共通認識とされ始めている

21。これらを踏まえると、空軍種における新たな戦い方の必要性の追求として、低高度空

域の重要性は高まっているといえる。 

本稿では、高高度及び低高度空域で行う軍事作戦のうち主に空軍種が行う作戦を航空

作戦22、ドローンが活動する空間を低高度空域としたうえで、航空作戦の中でこの低高度
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空域をどのように捉え、そして活用していくか、その可能性について検討する。まず、

議論の対象であるドローンについて、商用ドローン及び徘徊型兵器といったドローンの

特徴等を概観する。そしてこれらが活動する低高度空域と航空作戦の関係の議論を整理

したうえ、両者の関連性を重視したブレマー米空軍大佐ら（Maximilian K. Bremer and 

Kelly A. Grieco） の提唱する「航空拒否」概念23を確認し、その可能性と限界について

述べる。構成について、まず、議論の中心となるドローンを概観した上、本稿の分析枠

組みについて確認し、装備品に焦点を当てることが空間としての「低高度空域」の規定

に重要であることを述べる。次に、先行研究を整理し、空軍種による近年の低高度空域

の議論を整理した上、航空作戦との連接が不十分という問題点を指摘する。そして、航

空作戦と連接を試みたブレマーらの主張する「航空拒否」概念について、彼らが参考に

したシーパワー論との関係を踏まえつつ確認する。そして、航空拒否概念の妥当性につ

いて、2023年6月から行われた、ウクライナにおける反攻を事例に分析し、その限界に

ついて論述する。 

 

１ 分析枠組みの整理 

 本項では、以降の論考の前提となる分析枠組みについて整理する。まず、低高度空域

で活動するドローンの概要を確認する。次に、空間としての低高度空域を定義する方法

及び航空作戦を分析する方法について論じる。その上で、ドローンの活動する低高度空

域の特徴について述べる。 

（１）ドローンの概観 

 近年活発に使用されているドローンのうち商用のものは、概して小型であるため航続

距離やペイロードが限定され電子戦に脆弱である一方、安価で既存装備品での迎撃が困

難という特徴を有する。例えば、商用ドローンの代表的存在であるDJI社製のDJI Mavic 

3は離陸重量1kg以下、飛行時間46分、価格は2,200ドルである24。商用ドローンの多

くはバッテリーを動力とし４枚の回転翼を持つクアッドコプター型であり、3D プリン

タ等他の技術との親和性も高い25。これらは偵察に威力を発揮し、特に地上部隊による火

力と組み合わせることにより、迅速な精密射撃を実現した。例えばウクライナにおいて、

1個中隊の制圧に必要な砲撃弾数はドローンなしの場合90発である一方、ドローンの偵

察と組み合わせた場合 9 発に減少する26。また、攻撃においても商用ドローンは使用さ

れている。クアッドコプターによる爆弾投下に加えて、最近では、さらに高速性に特化

したレーシング用のドローン（First Person Viewdドローン: FPVドローン）が安価な

攻撃手段として使用されている。10km 程度の航続距離といわれ高速で目標に衝突する



低高度空域と航空作戦との関連性（渡邉旭） 

 

67 

 

この形のドローンは、DJI Mavic 3等と比較し約200ドル～700ドル程度の価格である

一方、使い捨てでありこれまでのドローンの5日程度に比べ2~3週間の訓練期間が必要

である。それでも、15万ドルの対戦車ミサイルと比較するとはるかに安価である27。 

 ただし、これらの市販品はジャミングに脆弱という欠点を有する。例えばMavic 3の

最大航続距離は 30kmとされるが、実際には 2022年のウクライナでミコライフ地方で

は15kmであった一方、ロシア側の防衛線が構築されたバフムート地方では3km、ジャ

ミングがさらに強化された 2023 年以降では 500m に限定されるといわれている28。ま

た戦場での損耗も激しく、月に 1 万機が喪失されたとさえいわれている29。ジャミング

対策がされたドローンも開発されているものの、効果は限定的である一方、価格はより

高額となる30。 

 同じく、戦場で数多く使用されているものが徘徊型兵器といわれる種類である。この

用途はその名の通り主に攻撃であり、目標に衝突して使い捨てを基本とする。徘徊型兵

器は前述の商用ドローンよりはるかに大型である一方、射程が長い。スイッチブレード

600やHero 400ECのように重量40kg、航続時間3時間程度、射程約85kmの中型の

もの、スイッチブレード300やウォーメイト（Warmate）のような重量4kg、航続時間

45分、射程10km程度の小型のものまで、幅広い種類が存在する31。価格について、中

型の大きさであるスイッチブレードは6万ドル、射程70kmランセット（Lancet-3）の

3.5万ドル等とされるなど、一般的な徘徊型兵器の価格は約 8万ドル程度までとされる。

これらは、既存の巡航ミサイルの 1,300万ドルや、小型徘徊型兵器と類似した用途であ

るAGM-114 ヘルファイア対戦車ミサイルの 15 万ドルに比べ、はるかに安価である32。

軍用製品である徘徊型兵器は商用のドローンより対電子戦に優れるため迎撃が難しいと

される上、最近では標的となる装備品を識別するといった精密な終末誘導を備えるとい

われている33。 

 これらドローンに対する問題は、迎撃が困難とされる点である。その理由として第一

に、費用対効果が悪いことである。迎撃手段について、中・高高度用地対空ミサイル

（Surface to Air Missile: SAM）であるペトリオットは1発300万ドル、携帯型SAM

のスティンガーであっても3.8万ドルといわれる34。また、一般的に有用といわれる電子

戦も高出力が必要であるため、商用ドローンに比べはるかに高価になるとされる35。その

ため、ドローンの使用により、既存装備品に対しコスト賦課が可能である36。第二に、そ

もそも現行の手段では、小型目標であるこれらの探知が課題とされることである。例え

ば商用ドローンのレーダー反射面積（Radar Cross Section: RCS）は鳥の0.01㎡よりさ

らに小さい0.001㎡程度であるといわれ、その探知距離は、既存のXバンドレーダーで
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は最大5km程度とされる。これ以上の遠距離での発見は困難とされ、対応時間は局限さ

れる。さらに、主な動力がバッテリーであるため、熱源探知といった他の手段による探

知も困難である37。この状況を受けて、対ドローン製品の有力企業であるエストニアの

Murdoc社CEOでさえ「現状でドローンに対する優れた対抗策はなく、100%の解決手

段であると喧伝する企業は嘘つきである」と認めるほどである38。迎撃が困難であるとい

う点は、既存の固定翼航空機や巡航ミサイルに比べはるかに小型な徘徊型兵器も共通し

ているとされる39。以上のことから、ドローンへの対応は、費用対効果の悪さや探知の課

題といった点から、困難な問題となっているのである。 

（２）空間としての「低高度空域」の規定 

 次に、これらドローンが活動する空間としての低高度空域をどのように規定するかと

いう点を検討する。まず、これまで低高度空域に言及する場合に一般的であった高度に

よる規定では、「どの高度を低高度とするのか」という点を解決できない。例えば後述す

る「空の沿岸域」の概念を主張するブレマーらは、米統合ドクトリンを引用する形で高

度10,000フィート（約3,000m）以下として規定した。一方、彼らによる別の論考にお

いては 15,000フィート（約 4,500m）以下としており一貫性に欠けている40。また、レ

キシントン研究所のグーレ（Daniel Goure）は、ブレマーらの「空の沿岸域」の用語を

使用しつつ、低高度を1,000フィート（約300m）以下としている41。一方、ハースト米

空軍大佐（Jules Hurst）は5,000フィート（約1,500m）以下を固定翼機の活動と異な

る低高度としている42。さらにカード米空軍少佐（Bryan A. Card）は、米国防省の無人

機の類型のうちGroup1 及びGroup2 の高度である 3,500フィート（約 1,000m）以下

であるとしている43。このように、これらの研究では、共通してドローンの活動高度を想

定しているにも関わらず、それぞれ多様に規定している。また、近年の技術発達や実際

の運用状況によって、ドローンの活動高度は更に多様となると考えられる。例えば、低

高度を飛行すると想定される徘徊型兵器のうち代表的なスイッチブレード600の最大高

度は15,000フィートであるとされている44。また、ウクライナにおいて、ドローンであ

っても高い高度になるほど発見されやすくなると報じられている45。これらの点から、低

高度空域を高度で規定するのは不適切であるといえる。 

 これに対し、本稿において空間とは、そこで活動する装備品によって形成されるもの

であると位置づける。その理由として、その空間で活動する装備品は、戦闘空間を形成

し、そしてその特性を規定する重要な要因となるためである。長尾らは、空間は、彼我

の相互作用と科学技術の発展とが結びつき拡大していったと述べる46。戦いにおいて、我

は奇襲のため相手の戦力の集中する場所を避けようと、一方相手はその阻止を試みる。
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互いにいかに敵の意図しない地点に戦力を投入し相手の虚を突くことを試みるという、

相互作用の結果、戦闘空間は必然的に拡大していった。この相互作用の基盤となったの

が科学技術であったとする47。造船・航海技術、電信技術、潜水艦、航空機、ミサイル技

術といった科学技術の発達の結果、物理的な戦闘空間は二次元から三次元へ、そして今

や宇宙にまで拡大したのである48。 

そして装備品とは、それぞれの空間に存在する制約を科学技術によって克服した結果

といえるものである。空間で活動するために、それぞれの空間で自由に活動するために、

装備品はその空間に適応するよう独自の発展を遂げていった。ジョージア工科大学のリ

ンゼイら（Jon R. Lindsay and Erik Gartzke）は、この装備品の独自性が、それぞれの

空間の特質を表すと指摘した49。例えば航空領域では、航空機は地形に影響されず移動可

能な一方、敵に対し有利な位置を占めるため人間・機械とも活動困難な空気の薄い高高

度で行動することを強いられた。これに適応するため、航空機はレシプロ機からジェッ

ト機へと開発が進み、はるかに高速・高高度で活動可能になっていった。その結果、航

空領域で活動するこれらは、機動性や行動範囲の広大さといった特性を持つと理解され

たのである50。 

（３）低高度空域の特徴 

 それでは、空間が装備品によって規定されるとして、ドローンで構成される低高度空

域はどのような特徴を持つと位置づけられるだろうか。低高度空域は２つの特徴を持つ

とされる。ひとつは「大量」という特徴である。1機あたり250億ドルのF-22や100億

ドルの F-35 といった最新の固定翼航空機や前述の高高度 SAM など、既存の航空領域

で活動する装備品は科学技術の結晶であり高額である51。また、航空にとどまらず近年の

装備品は全般として高額化の傾向である。これに対し、ドローンは安価であり、そのた

め、数多くを空間に投入することが可能となる。このような背景から、例えばハースト

は、装備品の高額化のため投入数が不足する既存の高高度と異なり、低高度空域は、安

価な装備品のため「大量」という特徴を持つと述べた52。また米国防大学のハメス（T. X. 

Hammes） は、ドローンは安価で容易に生産できるため、戦場へ大量投入できる傾向を

増幅する点を強調する53。さらに、将来的にはスウォーム技術と結びつくことにより、ド

ローンは、現在よりもさらに大量に目標に指向させることが可能になることが指摘され

ている54。これらの点から、低高度空域の特徴は、「大量」と位置付けることができる。 

 もう一つの特徴は、低高度空域と他の空間との近さを強調する、「近接性」である。低

高度と地上の近さは、これまでの航空領域の発展においても議論されてきたが、航空機

の活動を阻止するため配備されるようになった地対空火器により、低高度は危険な空間
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になっていき、この状況は現在も続いているといえる55。しかし現在、ドローンは小型で

運搬が容易という特質のため、「地上から」、あるいは「地上へ」という地上のドメイン

とのアクセスが航空機に比べはるかに容易である。またドローンの脆弱性により、サイ

バーや電磁波といった新たな領域の影響を受けやすい。例えばウクライナでは、多数の

小型電子妨害装置によりドローンの飛行が妨害されている56。この近接性は大量と密接

に関係し、戦域での数が多いほど、他の空間への影響が大きくなると言うことができる。

このように、近接性とは他の空間と相互に影響しやすいという、関係性の強さを表すも

のである57。 

 ブレマーらはこの議論をさらに進め、「大量」と「近接性」という両者の特徴を持つ空

間として整理した。ブレマーらの主張の特徴の一つは、低高度空域で活動する手段をド

ローンだけでなく、携帯型地対空ミサイル（Man-portable air defense systems: 

MANPADS）等、他の安価な装備品を含めたことである58。これらは長距離SAM に比

べ限られた射程である一方、はるかに安価な装備品であり、主に低高度の脅威となって

きた59。これまでの対反乱作戦での非国家主体への拡散への懸念だけでなく、近年のドロ

ーンの拡散を受け、米などにおいても、対抗手段として安価な短距離 SAM の重要性が

注目されている。このことから、ドローンと MANPADS は両者とも、安価であるため

大量に配備可能であるとともに、地上と低高度空域の間を容易にアクセス可能であると

いう共通性を有する。ブレマーらはこれをまとめ、低空域が密度の高い空間で、そして

空と陸の両方のドメインから近接し相互依存する特徴を持つと整理した60。 

 ここでブレマーらの興味深い点は大量と近接性という特徴を有する低高度空域につい

て、「海上におけるまたは海上からの軍事力61」であるシーパワーの理論において近年自

由なアクセスの阻害の危険性のため重視されている沿岸域（littoral）62になぞらえ、「空

の沿岸域（air littoral）」と名付けたことである。もともとラテン語で海岸（shore）を意

味する littoralを語源とする沿岸域とは、大洋へと通じる道である一方、地形で囲まれた

狭い海域を意味する63。この空間は陸上と海上両方から近い場所であることから、陸上と

海上が「統合された特異な戦場64」とされ、陸上と海上の近接性を有するとされる。また、

狭い空間かつ地理的に浅い海域となるため、一般的な海洋と異なり大型艦艇や潜水艦の

活動は制約される65。一方で、陸上から近接しているため、小型艦艇や陸上発射型対艦ミ

サイルの投射が容易であり、さらに航空基地からヘリコプター等を用いた進出が容易と

なる66。そのため沿岸域は、多様な装備品を大量に投射可能であり、陸上から近接した空

間と位置付けられる。このように、大量と近接性という特徴に関して、沿岸域と低高度

空域は類似している。ブレマーらはこの点を引用し、低高度空域を「空の沿岸域」と表
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現したといえる。 

（４）作戦領域としての低高度空域 

 ドローン等が活動し、大量、近接性という特徴を持った空間である低高度空域は、作

戦領域としてはどのような意味をもつだろうか。前述した沿岸域に関しシーパワー論に

おいては、防勢、そして弱者との親和性を強調する。例えばシーパワー論の代表的論者

であるコーベットは、侵略部隊から防御においての沿岸域の使用を重視する。沿岸域を

使用する防御側は、遠方への遠征のため大型艦船と輸送艦で主に構成される敵侵略部隊

に対し、監視が容易である上、小型艦船も含めた大量の戦力を投入可能である67。また、

沿岸域は弱者にとって使用が容易である。もともと遠方への投射は限られた海軍のみ可

能であり、多くの海軍は規模が小さいため近傍での活動に留まる68。手段についても、沿

岸域で使用される艦艇は、その地理的な狭さという制約により小型となるため、比較的

安価であり弱者側も容易に保有可能である69。さらに、沿岸域は、再補給が容易である

等、自領土との近接性を利用可能という防御側の利点を持つ70。もし、低高度空域と沿岸

域が作戦領域として類似するならば、低高度空域は防勢、弱者への親和性を有すると考

えることができる。 

 

２ 低高度空域と航空作戦の関連性 

 本項では、低高度空域を航空作戦においてどのように使用するのかという、低高度空

域と航空作戦の関連性について、先行研究を概観する。先述したように、低高度空域と

航空作戦を関連させた研究について、その議論は限られている。本稿では、限られた中

での先行研究の方向性を整理したうえ、議論の狭さという問題点の根源について確認す

る。 

（１）先行研究の概観 

 低高度空域と航空作戦の関連性について、主に２つの方向性が見て取れる。第一は、

固定翼機で行われる航空作戦の機能の一部または全部を、ドローンが代替するという見

方である。この見方は、スイッチブレードやバットといったドローンの開発が進みつつ

あった2000年代後半から主張された。例えば2000年代初めの研究では、技術への楽観

的な見方から、ドローンが固定翼機の機能を全て代替しうる可能性に言及した71。また、

ハーストらは先述したように、固定翼機とドローンの高度の違いを指摘しつつ、高価な

既存航空機と異なり安価なドローンは戦域に容易に投入可能であるとした72。これらの

議論では、低高度空域そのものについて直接的な言及は限られる一方、小型なため低視

認で高い生存性が見込まれ、安価なため消耗可能という性質を前提としている。しかし、
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これらはドローンの技術的制約を無視して代替について議論を進めているため、近い将

来における実現性や実効性という観点から発展性に欠ける。 

 第二は、航空基地や地上レーダーといった、航空作戦を支える地上施設への脅威とい

う視点である。航空基地だけでなく、重要インフラへの脅威という形で、ドローンの危

険性が指摘されてきた。この議論では、飛行場周辺に接近したテロリストのドローンに

より、離発着中の航空機への衝突の場合バードストライク同様墜落の危険性があること

や、実際に衝突させなくても接近させるだけで衝突回避のために、正常な運行が阻害さ

れるとした73。そして、同様な事案は航空基地に対しても起こる可能性があることが指摘

されている74。例えば、90年代より航空基地の脆弱性を指摘してきたランド研究所のヴ

ィック（Alan J. Vick）は近年の研究で、巡航ミサイルや地上部隊によるロケット砲とと

もに、特殊部隊等が使用するドローンを航空基地に対する多様な脅威の一つに挙げてい

る75。さらに、同じく地上施設である地上レーダー等も標的になりうる。地上施設への脅

威は、安価なドローンの拡散により現実的となった上、これらを使用した飽和攻撃、さ

らには将来的なスウォーム技術の実現可能性の高まりにより、その危険性を増すとされ

る76。これらの研究では、地上施設への脅威により、航空優勢の獲得や、ひいては空軍の

行動そのものが困難になると主張される一方、地上施設への脅威とその対応についてと

いう、狭い範囲の議論に留まっている。 

（２）先行研究の問題点の背景 

 以上のように低高度空域と航空作戦の関連性についての議論が希薄である点について、

「空で、あるいは空から影響力を行使する能力77」として定義されるエアパワーにおけ

る、空軍種の専門家を中心とした議論の焦点が、二つの点で狭い範囲にとどまっている

ためと考えられる。第一に、これまでの議論は主に攻撃に焦点を置いている点である。

草創期の理論家であるドゥーエやミッチェルは、エアパワーを航空機による高い機動力、

打撃力、突破力、行動範囲の広大さという特性を持つものとして捉えた78。以来現在に至

るまで、エアパワーは攻撃的な性質を持ち、戦略的な効果を発揮するものと位置付けら

れた79。これをもとに、その突破力と打撃力で敵に打撃を与え戦争の早期終結を目指す戦

略爆撃をどのように行うか、という点がエアパワーを巡る議論の主な焦点であった80。 

 また、エアパワーを攻撃的性質とする見方は、「敵空軍による禁止的な妨害を受けずに、

我の航空作戦を遂行できる」という航空優勢81を獲得する方法の見方にも大きく影響し

た。航空優勢獲得のための方法は、敵の警戒レーダー網、SAM、戦闘機、航空基地等の

無力化を目指す攻勢対航空（Offensive Counter Air: OCA）と、侵攻する敵航空機等を

早期に発見、撃破し経空脅威の排除を目指す防勢対航空（Defensive Counter Air: DCA）
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に分けられる82。しかし優先はあくまでOCAであり、DCAは付随的な存在と位置付け

られたままである83。このような攻撃にのみ焦点を当てたエアパワーの見方は、組織の硬

直化を招き議論の視野を狭めるという根強い批判が存在するものの、現在でも継続して

いる一般的な理解といえる84。 

 第二に、第一の点と関連し、空という概念を過度に単純化している点である。エアパ

ワー論において、航空領域は陸や海と異なり単一のものという見方をされている。例え

ばNATO（北大西洋条約機構）の航空作戦ドクトリンでは、空の単一性がその後の内容

の前提とされている85。この見方は航空優勢の捉え方にも影響している。生粋の陸軍軍人

であったモントゴメリー英陸軍元帥（Bernerd Montgomery）が作戦において航空優勢

を必須のものと理解したように、第二次世界大戦を経て、航空優勢の重要性は広く認め

られるようになった86。問題は、その細部について厳密な議論がされて来なかったことで

ある。このことは、米空軍ドクトリンにおける航空優勢の変遷についてまとめたフラン

シス米空軍少佐（Taylor E. Francis）の研究で明らかである。彼によると、米空軍ドク

トリンは発足当時から現在に至るまで、戦域全体や作戦期間全体という、全般的な航空

優勢は強調される一方で、戦域の一部分や作戦期間の一部分という、局地的・一時的と

いう視点が希薄であることを指摘している87。 

 この空の単一性という見方は、第一の点で述べた、攻撃的な見方を背景としていると

整理できる。前述したように、これまでエアパワー論において突破力と打撃力を用いた

戦略爆撃等が重視された。その実施は、長距離からの戦力投射が前提であるため、おの

ずと局地的な視点を希薄にする。さらに、この視点はその実行に大きく関連する航空優

勢の獲得においても同様であった。例えば湾岸戦争における航空作戦構想の基礎の作成

等で著名なワーデン（John A. Warden）は、攻撃的姿勢に基づく「敵の妨害を受けるこ

となく、航空戦力をいかなる場所でも行使できる」絶対的航空優勢の実現を作戦におけ

る理想とし、局地的航空優勢を不完全なものと位置付けた88。この立場は、絶対的航空優

勢の獲得なしには地上部隊を支援する任務が困難となるとした歴史家で元米空軍大佐で

あるメイリンガー（Phillip S. Meilinger）89等幅広く支持された。 

 このように、これまでのエアパワー論において、攻勢的な運用の重視が航空優勢にお

ける局地的・一時的な視点の軽視、さらに空の単一性の前提を形成した。この考えは根

強く存在し、「たとえヘリコプター１機であってもエアパワーとして戦略的になりうる90」

と主張し単なる固定翼機中心の考えを否定したグレイ（Colin S. Gray）でさえ、航空領

域を単一のものとして捉えることがエアパワー論の前提であるとした91。近年の中国等

の台頭により、ようやく空の時間的・距離的な多様性が重視されはじめるとともに92、こ
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の流れと並行して、ドローンの使用の活発化によって高度の多様性も再認識され始めた。

しかし既存の高高度と低高度空域との関係、そして低高度空域と航空作戦の議論につい

ては端緒についたばかりといえる。 

 

３ 低高度空域と航空作戦の連接：ブレマーらによる「航空拒否」概念 

 これらの先行研究と異なり、ブレマーらは、低高度空域と航空作戦の連接を重視した

方法を提唱する93。まずブレマーらは、攻撃偏重の既存のエアパワー論とそれを基礎にし

た近年の欧米の戦い方を批判する。湾岸戦争以降の欧米の戦い方は、ステルス機と精密

誘導兵器を組み合わせ、大量の打撃力をもって相手の防空網を突破、無力化しまず航空

優勢を確保するというものであり、「アメリカ流の戦争方法」とも呼ばれる94。先述した

エアパワーの攻撃的見方の踏襲ともいえるこの方法について、ブレマーらは技術的傾向

や米国を取り巻く脅威と合致しないと批判する95。 

 その理由としてまず、近年の技術的傾向は防空システム優位である点を指摘する96。湾

岸戦争でのスカッド狩りの失敗、コソボ紛争におけるセルビア軍SAMに対するNATO

航空部隊の苦戦といった事例から、機動分散する小型・小目標の空爆の困難さを彼らは

述べている97。また、侵攻直後のウクライナで、S-300やブークといった地対空ミサイル

が残存し航空機の活動を制約している点は、航空機に対する中・高高度用 SAM の有効

性を示している98。これに対し既存の航空機は高額化に伴い米国において配備数は減少

している99。より安価な手段として開発が進められているCCAといった手段も、その価

格の高さにより消耗可能でないとブレマーらは批判する100。これらの点から、航空機に

対し移動式SAMが優位であるとしている。 

 さらにブレマーらは、彼らの想定する脅威とする中国に対して、既存の方法の成功確

率の低さとリスクの高さを批判する。湾岸戦争以降、概して小規模な国であった米の相

手と異なり、中国は S-300PMU や S-400 といったロシア製、HQ-9 といった国産の先

進的な防空システムを装備した国である101。さらに、中国は核戦力用と通常戦力用の早

期警戒・指揮通信網を混在させている可能性を指摘されている102。そのため、防空網無

力化のための本土攻撃は、核攻撃を惹起しかねないリスクをはらむ。これらの理由のた

め、防空網突破を主とし航空優勢を獲得するという、既存の「アメリカ流の戦争方法」

は実行困難といえる。 

 ブレマーらはこの方法に代わり、よりリスクが少なく実行可能な方法として、既存の

航空領域を「空の沿岸域」と組み合わせ相手の航空優勢の獲得を妨害する、防勢的な「航

空拒否」を提唱する。彼らがモデルとしたのは、レーダーと航空機を組み合わせイギリ
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スがドイツ空軍の侵入を阻止し、結果本土侵攻を断念させた英本土防空戦の例である。

これを現代的に適用するために彼らが主張したのは、英本土防空戦で中心的手段となっ

た航空機だけでなく、高高度のSAMによる水平方向と低高度のドローンやMANPADS

等の垂直方向の組み合わせを活用した、立体的な防御を提唱している103。彼らは SAM

をこの概念の柱とする一方、第二次世界大戦でのバルーンによる防御を参考に機雷のよ

うにドローンを大量配置するといったアイディア104を紹介し、ドローンを用いた阻止の

可能性を主張する105。これらの手段を用いて、航空領域を多層的に組み合わせ、高高度

を逃れた敵を低高度で撃破することを目指す。以上のように、ブレマーらの主張は、ド

ローンが活動する低高度空域を、航空機を中心とする既存の空間と組み合わせ、航空優

勢の拒否という、いわば航空作戦の一部として結びつけたことである106。この点が、先

行研究と異なる画期的な点といえる。 

 さらに、この「航空拒否」概念の興味深い点は、「空の沿岸域」と同様に、シーパワー

論の概念である「海洋拒否（sea denial）」を援用しており、シーパワー論との類似が重

要な位置を占める点である。「軍事的・商業的目的のために、敵の海洋の使用を一部また

は完全に妨害すること」と定義される海洋拒否107について、まず、ブレマーらはコーベ

ットを引用し、航空優勢確保の困難さと拒否の重要性について指摘する108。コーベット

は「海の戦いの目標は、常に、直接ないし間接に制海を確保するか、敵が制海を確保す

るのを妨げることでなくてはならない」と述べ、制海が絶対でないこと、そして海洋拒

否が重要な意味を持つことを指摘している109。シーパワー論において海洋拒否は、単な

る制海との二律背反の概念を意味しない。代替手段または補完という、海上領域の戦い

にとって、より積極的な意味として捉えられる110。中国の台頭により制海がますます困

難となった近年において、シーパワー論においてもこのコーベットと海洋拒否の重要性

は再認識されている111。例えば米海軍及び海兵隊において、あらかじめ制海が達成され、

航空優勢と通信が保証されていた環境下という近年の作戦の前提が、今後もはや成立し

ないことが認識されている112。 

 そして、ブレマーらの主張にとってさらに重要な点が、海洋拒否にとって沿岸域が緊

要になる点である。沿岸域と防勢の親和性は前述したとおりである。この考えはさらに

発展し、今日では、沿岸域は海洋拒否において重要な位置を占めるようになった。自領

土へ近接する海域への接近の拒否は引き続き重要である。加えて、沿岸域に存在するチ

ョークポイントの使用を拒否することは、これを確保するよりはるかに容易であり、広

大な戦域で多くの敵と戦う上で必要なことである113。米海軍及び海兵隊の沿岸域での作

戦コンセプトにおいても、沿岸域での拒否が目指すべき目標として明言されている114。
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つまり弱者であれ強者であれ、地形的な狭隘を基礎に装備品を投射可能な沿岸域は、拒

否の実施に基盤的な要素となっている115。 

 以上から、ブレマーらの航空拒否概念は、シーパワーの海洋拒否概念との類似性を見

ることができる。ブレマーらの航空拒否は、優勢が成立しえない環境下において、近接

した空間である沿岸域を利用して拒否を実行するというシーパワー論を援用した。両者

にとって、「沿岸域」がその実現にとって重要な要素となるのである。 

 

４ 事例分析：2023年6月以降のウクライナによる反攻 

 本項では、低高度空域における「航空拒否」概念が、実際の航空作戦でどのように機

能したのか、という点について、事例を用いて分析する。本稿では事例として、ロシア

によるウクライナ侵略後の 2023 年 6 月に始まったとされる、ウクライナの反攻におけ

る低高度空域の装備品に焦点を当てて分析する。ドローンや MANPADS 等も含め、多

様な装備品と数で低高度空域を形成した事例は非常に限られる。また、紛争当事者の両

者がある程度の規模の空軍を保有している事例はほぼウクライナの事例に限られる。さ

らに、前述した低高度空域の装備品についての議論やブレマーらによる主張は、主にウ

クライナ戦争初期の教訓から導出されたものである。そのため、「航空拒否」概念確認の

事例として、ウクライナにおける反攻の期間に主に焦点を当てる。 

（１）事例の概要 

 ウクライナの反攻は 2023 年 6 月にザポリージャ州等の南部方面、バフムート周辺の

東部方面で開始された116。ウクライナ側は、当初希望した F-16 等の戦闘機の提供は得

られなかったものの、欧米諸国により提供された装備及び訓練された機甲部隊を前面に

出し前線の突破を試みた。しかしウクライナ側の進撃は早期に停止した。ロシア側は多

重に備えた塹壕と地雷原で防御を固めた他、様々な装備品を配置しウクライナの進撃を

妨げた。特に固定翼機は低空でウクライナ側短距離 SAM の射程近くまで接近し、無誘

導ロケットを発射し前線を支援し、加えてこれまで低調であった精密誘導爆弾を使用す

るようになった117。また、夜間戦闘能力を持つ Ka-52 攻撃ヘリコプターが前線から

100kmの航空基地に展開し、火力を提供し続けた。一方、ウクライナ側はペトリオット

をはじめ有効な中・長距離 SAM の不足のため、前線の防空をMANPADS に依存せざ

るを得なかった。しかし、射程と機動力に欠ける MANPADS では、幅広い前線でのロ

シア側航空機の活動を制約するには至らなかった。そのためウクライナは、中・長距離

SAMを前線か都市部かのいずれかに配置するか、ジレンマに陥ることになった118。 

 反攻期間中、ドローンによる偵察は、侵略当初と同様に効果を発揮した。特にロシア
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は開戦当初と異なり、ドローンを大量に使用し始めた。これにより、ウクライナは、ロ

シアの精密な砲撃を絶え間なく受けることとなった119。ウクライナの大規模な機甲部隊

はすぐに発見されることとなり、発見から破壊まで 10 分に満たないこともあったとさ

れる120。また、ロシアにより設置された多数の地雷を処理するため地雷処理車を投入し

たものの、これも継続的に攻撃を受けたため、機甲部隊の機動は制約されたままであっ

た。結局、欧米諸国が想定する機甲部隊を中心とした機動戦はもはや成り立たないと判

断したウクライナは、少数人員での移動へと戦術の変更を余儀なくされた121。 

 一方、この期間、ドローンによる攻撃もさらに活発となった。まず、FPVドローンが

大規模に使用されるようになった。攻撃の成功率は 1/3 と決して高くないとされるが、

地上部隊にとって、ヘルファイア対戦車ミサイルに比べはるかに安価な精密攻撃手段と

して、多用されるようになった122。徘徊型兵器についても、両国ともに使用を拡大した。

商用をはじめとしたドローンに比べ、これまで少数の使用にとどまっていたウクライナ

も、徘徊型兵器の開発を進めロシア領内の都市や軍事目標への攻撃に使用した123。これ

に対しロシア側も、巡航ミサイルの代用手段として、そして前線での攻撃手段として徘

徊型兵器の使用を拡大した124。特にランセットの使用は、確認できるだけで5月の62発

から8月の124発へと倍増した125。これらはSAM、レーダー、指揮所といった前線で

の高価値目標に対して使用された。また、9 月には、ウクライナの航空基地で駐機中の

Mig-29戦闘機を破壊するといった戦果も上げるなど、ウクライナ側にとって大きな脅威

であった126。 

 ロシア側の準備とウクライナ側の装備不足等を主な要因とされ、ウクライナはロシア

の前線を大きく突破することはなく、消耗戦に陥ることになった。結局ウクライナの反

攻は停止し、12月には頓挫したと報じられた127。 

（２）考察 

 本事例における低高度空域の装備品と航空作戦との関係は以下のように整理できる。

第一に、手段としての MANPADS の限界である。侵攻当初、局地的な防空の一翼を担

ったのは MANPADS であった。開戦当初の攻撃を回避し残存したウクライナの長距離

SAMは、ロシア航空機にとって脅威となった。これを回避するため低高度から突破し無

誘導爆弾の投下を試みたロシア航空機は MANPADS により少なくない損害を受けた。

そのため、その後のロシアの航空攻撃は、より遠方からの投射が主体となった。長距離

SAM を主体に低空の SAM がこれを補完し空域使用を拒否する形が、互いに航空優勢

を獲得できない状況を生み出したといえる。 

 MANPADS の役割は、特に首都キーウ周辺の防護目標に無誘導爆弾投下のため接近
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してくる敵を撃破するという、対象が限定されかつ明確であった場合に有効であった。

しかし、反攻時に戦線が拡大したことにより防護範囲ははるかに広くなった。そのため

機動力に勝るロシア空軍の航空機に十分に対応できなかった。特に夜間暗視装置の不足

により目視へ依存せざるを得ない状況もあり、MANPADS での目標発見は困難を極め

た。つまり、SAMを柱としていたブレマーらの航空拒否について、MANPADSはあく

まで長距離SAMの補完に過ぎなかったといえる。 

 第二に、ドローンの航空作戦への限界である。確かに期間中、ドローンは戦場におい

て効果的であった。大量のドローンを使用した偵察により、大規模な部隊はすぐに発見

され、攻撃を受けることになった。また、最近ではFPVドローンによる攻撃の有効性も

報じられている128。安価な精密攻撃手段としての有効性が明らかになるとともに、両国

とも大量に導入を進めていった129。これらにより、地上部隊の行動は大きく制約を受け

ることになり、前線の膠着の大きな一因となった130。しかしそれはあくまで前線近くの

地上部隊に対するものであった。ドローンを用いた「戦場の可視化」によって、大部隊

であるほど地上部隊の行動は拒否されたが、それは航空領域に及ぶものではなかったの

である。 

 第三に、ドローンの限界の中でも徘徊型兵器の有効性である。前述したように、期間

中両国とも徘徊型兵器の使用を加速させた。標的は都市部だけではなく、互いの基地に

駐機中の航空機や SAM 等の防空網への攻撃も行われた。これらの攻撃は実際、成功し

たものが少なくない。この攻撃を避けるため、ウクライナ・ロシアとも、航空機をより

後方に移動することを余儀なくされた131。このことは、航空機の活動の制約につながっ

ている。つまり、徘徊型兵器は、航空優勢獲得の基盤となる航空基地等の地上部隊施設

を攻撃するという攻勢対航空の役割を、限定的に実施したといえる。 

 これらをもとに低高度空域と航空作戦の関連性を考察すると、航空拒否は現状では未

完の目標に過ぎないといえる。航空拒否の柱とされた MANPADS について、射程や技

術的な限界が存在している。一方、数の多いドローンによる影響は、地上部隊への影響

にとどまっている。この現状では、低高度空域での敵の行動を物理的に阻止するという、

いわば直接的な低高度空域での阻止はなされない。これらの手段による阻止のためには、

例えば、ドローンの速度や航続距離の増大による在空中の航空機に対する物理的な攻撃

の実現が必要となるだろう。また、より近い将来における実行可能な方法として、発見

しやすい大型目標である航空基地等の地上施設に対し低高度から攻撃、あるいは他領域

からの攻撃を誘導することにより航空機の行動を拒否するという、間接的ともいえるア

プローチが有効となる可能性が高い。これらには入念な準備が必要であり攻撃後の効果
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の発揮に時間を有するかもしれないが、現在の技術的限界を踏まえるとより現実的とも

いえる。 

 低高度空域の使用方法は現状、航空拒否には未だ至らず、地上施設への脅威や、攻勢

対航空という航空機の一部機能の限定的な代替という形に留まっている。ブレマーらが

想定した航空拒否は、シーパワー論における沿岸域と異なる広大な空のため、より高い

ハードルが課されているといえる。 

 

結論 

 本稿は、ドローンの活動する低高度空域と航空作戦の関連性とその可能性について、

ブレマーらによって主張された「航空拒否」概念を中心に論じた。議論の前提として、

低高度空域を単なる高度としてではなく、その空間で主に活動する装備品に焦点を当て

ることが、空間の整理に適切な方法であるとした。そのうえで、安価なドローンの活動

する低高度空域は、固定翼機が活動する既存の航空領域と異なり、「大量」と「近接性」

という２つの特徴で表すことができることを確認した。空軍種による先行研究は、この

低高度空域を脅威ととらえるか、あるいは装備品の欠点を無視して代替手段ととらえる

ことに留まった。つまり、低高度空域の使用についての議論は限定的であり、航空作戦

との関連性は希薄であった。これは、攻撃偏重であったこれまでのエアパワーの議論が

大きく影響していると考えられる。 

 これに対しブレマーらは、シーパワー論を参考に、関係する要因を組み合わせること

により、低高度空域の使用について概念化を試みた。低高度空域について、ドローンだ

けでなく MANPADS 等も組み合わせ、これを「空の沿岸域」と表現した。また、低高

度空域の使用について、高高度空域と組み合わせ相手の航空優勢の獲得を妨害する方法

を「航空拒否」概念と提唱した。彼らの主張は、シーパワー論の「沿岸域」及び「海洋

拒否」概念を援用し、これまでと異なる防勢的なエアパワーの運用、そして低高度空域

の重要性を指摘するものであった。しかし、装備品に加えて地形で形成される沿岸域と

異なり、空の沿岸域の高高度空域への影響は限られていた。ウクライナによる反攻が頓

挫した事例を確認すると、低高度空域で活動する装備品の直接的な拒否に関する能力不

足を指摘できる。結論として、低高度空域と航空作戦の関連性、そしてその使用を目指

す概念は、問題提起としては注目に値する一方、今後の検討の余地が大きいものといえ

る。 

 最後に、現状において低高度空域からの航空拒否は限界があったものの、ドローンの

今後の技術的進展が予想される中、低高度空域自体はさらなる発展が予想される。特に、



エア・アンド・スペース・パワー研究（第 1２号） 

 

80 

 

既存のエアパワー論に類似した攻勢的な使用や、航空拒否の拡大とそれに伴う全般的な

航空優勢獲得等が将来的に実現するとともに、それがエアパワー論や作戦そのものに影

響をもたらすということもありうるだろう。また、今後の技術的展望について、ノンキ

ネティックな手段による間接的な拒否の可能性について考えられる。軍事作戦において、

サイバーや電磁波への依存度はますます大きくなっている。本稿では触れなかったもの

の、ジャミングやサイバー攻撃の手段として、将来的なドローンの活用が示唆されてい

る132。これらも含め、今後ますます活用が拡大するであろう低高度空域の可能性につい

て、今後も研究を進めていく価値があると認識する。 

 

（2024年1月11日受付） 
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